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平成２４年（再イ）第８０号
大津市水明２丁目33番地７
再生債務者 吉岡 周子
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成25年４月18日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成25年４月22日

大津地方裁判所民事部再生係
平成２４年（再イ）第１１号
滋賀県長浜市八島町99番地32

再生債務者 井上 智子
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成25年４月18日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成25年４月22日

大津地方裁判所長浜支部個人再生係

平成２４年（再イ）第１６１号
京都府宇治市槇島町石橋26番地の10

再生債務者 のあ食品こと 名執 竜史
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成25年４月19日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成25年４月22日

京都地方裁判所第５民事部再生係

会 社 そ の 他 の 公 告

解 散 公 告

当 組 合 は 、 平 成 二 十 五 年 三 月 三 十 一 日 開 催 の 臨

時 総 会 の 決 議 に よ り 解 散 し た の で 、 当 組 合 に 債 権

を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内

に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

平 成 二 十 五 年 五 月 九 日

青 森 県 黒 石 市 追 子 野 木 二 丁 目 二 三 三 番 地

黒 石 土 木 推 進 協 同 組 合

清 算 人 中 村 幸 正

解 散 公 告

当 社 は 、 平 成 二 十 五 年 四 月 三 十 日 開 催 の 臨 時 株

主 総 会 の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社

に 債 権 を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇

月 以 内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

平 成 二 十 五 年 五 月 九 日

福 島 県 郡 山 市 富 田 町 字 中 ノ 目 四 一 番 地

有 限 会 社 添 田 保 温

清 算 人 若 林 惠 智 子

解 散 公 告

当 社 は 、 平 成 二 十 五 年 三 月 三 十 一 日 開 催 の 株 主

総 会 の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に

債 権 を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月

以 内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

平 成 二 十 五 年 五 月 九 日

茨 城 県 龍 ケ 崎 市 大 塚 町 二 四 九 三 番 地

大 和 緑 化 有 限 会 社

清 算 人 関 口 宏

解 散 公 告

当 社 は 、 平 成 二 十 五 年 四 月 十 日 開 催 の 株 主 総 会

の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権

を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内

に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

平 成 二 十 五 年 五 月 九 日

群 馬 県 前 橋 市 文 京 町 二 丁 目 二 番 五 e 一 四 〇

二 号 ポ レ ス タ ー ブ ロ ー ド シ テ ィ 文 京 町

株 式 会 社 Ｚ Ｅ Ｒ Ｏ

清 算 人 三 輪 田 琴 絵

解 散 公 告

当 社 は 、 平 成 二 十 五 年 四 月 十 五 日 開 催 の 株 主 総

会 の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債

権 を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以

内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

平 成 二 十 五 年 五 月 九 日

千 葉 県 市 川 市 田 尻 三 丁 目 五 番 二 七 e 八 〇 八 号

有 限 会 社 タ ツ キ

清 算 人 木 内 順 子

解 散 公 告

当 社 は 、 平 成 二 十 五 年 三 月 二 十 九 日 開 催 の 株 主

総 会 の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に

債 権 を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月

以 内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

平 成 二 十 五 年 五 月 九 日

千 葉 県 浦 安 市 千 鳥 一 二 番 一 〇 号

株 式 会 社 カ ノ ン テ ッ ク ス

代 表 清 算 人 花 立 俊 郎

解 散 公 告

当 社 は 、 平 成 二 十 五 年 一 月 十 八 日 開 催 の 株 主 総

会 の 決 議 に よ り 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債

権 を 有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以

内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い と き は 清 算 か

ら 除 斥 し ま す 。

平 成 二 十 五 年 五 月 九 日

東 京 都 日 野 市 栄 町 二 丁 目 一 〇 番 地 の 一 〇

株 式 会 社 Ａ Ｍ Ｄ

代 表 清 算 人 愛 甲 博 志

解 散 公 告

当 社 は 、 解 散 い た し ま し た の で 、 当 社 に 債 権 を

有 す る 方 は 、 本 公 告 掲 載 の 翌 日 か ら 二 箇 月 以 内 に

お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 右 期 間 内 に お 申 し 出 が な い 時 は 清 算 か ら

除 斥 し ま す 。

平 成 二 十 五 年 五 月 九 日

東 京 都 豊 島 区 池 袋 四 e 一 四 e 一 一 e 五 〇 五

株 式 会 社 フ ュ ー チ ャ ー メ イ ド コ ン サ ル

テ ィ ン グ 代 表 清 算 人 保 美 良 太 郎

平成２５年（再イ）第３号
神戸市北区広陵町１丁目161番地 マンショ
ン六甲101号
再生債務者 藤田 之弘
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成25年４月18日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成25年４月19日

神戸地方裁判所第３民事部個人再生係
平成２４年（再イ）第６５号
栃木県宇都宮市御蔵町３番13号
再生債務者 川津 順男
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成25年４月19日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成25年４月22日

宇都宮地方裁判所第１民事部
平成２４年（再イ）第６６号
栃木県宇都宮市御蔵町３番13号
再生債務者 川津 孝子

１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成25年４月19日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成25年４月22日

宇都宮地方裁判所第１民事部
平成２５年（再イ）第２号
栃木県鹿沼市晃望台29番地７
再生債務者 早乙女真澄
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成25年４月19日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成25年４月22日

宇都宮地方裁判所第１民事部
平成２４年（再イ）第３９号
愛知県豊田市川下町西145番地
再生債務者 大島志げ美
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成25年４月19日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成25年４月22日

名古屋地方裁判所岡崎支部
平成２５年（再イ）第１号
愛知県西尾市羽塚町林西77番地７ 前住所愛
知県西尾市吉良町木田須崎12番地３オーシャ
ン・ヒルズ201号
再生債務者 荒川 直人
１ 主文 本件再生計画を認可する。
２ 理由の要旨 平成25年４月19日までに書面に
よる決議により可決があったものとみなされた
再生計画には、民事再生法に定める不認可の決
定をすべき事由はない。
平成25年４月22日

名古屋地方裁判所岡崎支部
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